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富士山火山防災対策協議会の発足

■発足日
平成24年６月８日

■構成機関
・山梨県、静岡県、神奈川県、
・周辺15市町村
・国（内閣府、国土交通省、気象庁、陸上自衛隊等）
・ライフライン（富士急行、ＮＥＸＣＯ中日本）
・火山専門家（荒牧先生、藤井先生、池谷先生、鵜川先生、小山先生、里村先生）
・関係機関

計 58機関（発足時。現在は68機関）

■所管業務
１ 避難計画の策定
２ 防災訓練の実施
３ 火山防災対策の啓発
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富士山火山広域避難計画の策定

広域避難計画書

■広域避難計画の検討

◆計画の策定経緯

◆計画の位置付け など

◆広域避難計画

（いつ、だれがどこへ）

◆避難の解除 など

◆火山防災体制

◆避難計画に関する各種対策

第１編 総 論第１編 総 論各県共通

第２編 広域避難計画第２編 広域避難計画各県共通

第３編 避難対策第３編 避難対策
各県独自の

内容

策定済

策定済
第１章 基本方針
第２章 広域避難計画

第１章 国･県･市町村の役割・体制
第２章 避難対策

◆計画の策定経緯

◆計画の位置付け など

◆広域避難計画

（いつ、だれがどこへ）

◆避難の解除 など

◆火山防災体制

◆避難計画に関する各種対策

第１編 総 論第１編 総 論各県共通

第２編 広域避難計画第２編 広域避難計画各県共通

第３編 避難対策第３編 避難対策
各県独自の

内容

策定済

策定済
第１章 基本方針
第２章 広域避難計画

第１章 国･県･市町村の役割・体制
第２章 避難対策

26年度末に策定予定

25年度末作成

「対策編」
現在作成中

避難方法の基礎となる考え方を決定（ライン、対象とする火山現象等）

協議会の発足（24年度）
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富士山火山広域避難計画 対策編の検討

■対策編の構成

※平成２７年度以降も必要事項を加筆、修正することとする。

第１章 国・県・市町村等の役割・体制

１ 富士山火山防災対策協議会の体制

２ 国の体制（気象庁の観測体制）

３ 県の体制

４ 市町村の体制

５ 合同会議の開催

５－１ 火山災害警戒合同会議

５－２ 火山災害対策合同会議

６ 噴火段階別の体制

第２章 避難対策

１ 避難情報等の伝達、広報及び報道対応

１－１ 噴火警報等の流れ

１－２ 協議会構成機関における情報共有

１－３ 一般住民、観光客・登山者、
避難行動要支援者への情報伝達

１－４ 特に登山者（観光客）への情報伝達

１－５ 広報、報道対応

２ 入山規制

第１章 国・県・市町村等の役割・体制

１ 富士山火山防災対策協議会の体制

２ 国の体制（気象庁の観測体制）

３ 県の体制

４ 市町村の体制

５ 合同会議の開催

５－１ 火山災害警戒合同会議

５－２ 火山災害対策合同会議

６ 噴火段階別の体制

第２章 避難対策

１ 避難情報等の伝達、広報及び報道対応

１－１ 噴火警報等の流れ

１－２ 協議会構成機関における情報共有

１－３ 一般住民、観光客・登山者、
避難行動要支援者への情報伝達

１－４ 特に登山者（観光客）への情報伝達

１－５ 広報、報道対応

２ 入山規制

３ 警戒区域指定措置

４ 広域避難ルートの確保

５ 交通規制等

６ 避難者の輸送

６－１ 避難者の輸送体制

６－２ 輸送方法

７ 避難行動要支援者の避難支援対策

７－１ 在宅の避難行動要支援者の避難支援対策

７－２ 施設入所者等の避難支援

８ 安否確認、残留者の救出

８－１ 残留者の確認

８－２ 残留者の救出対策

８－３ 住民の安否確認

９ 避難所の運営

９－１ 避難所の開設及び運営

９－２ 自主避難者の受入

10  避難長期化対策

３ 警戒区域指定措置

４ 広域避難ルートの確保

５ 交通規制等

６ 避難者の輸送

６－１ 避難者の輸送体制

６－２ 輸送方法

７ 避難行動要支援者の避難支援対策

７－１ 在宅の避難行動要支援者の避難支援対策

７－２ 施設入所者等の避難支援

８ 安否確認、残留者の救出

８－１ 残留者の確認

８－２ 残留者の救出対策

８－３ 住民の安否確認

９ 避難所の運営

９－１ 避難所の開設及び運営

９－２ 自主避難者の受入

10  避難長期化対策
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富士山火山三県合同防災訓練2014の実施

■訓練概要
(1) 目的

富士山噴火に備えた防災訓練を三県（山梨、静岡、神奈川）、関係市町村、国、防災関
係機関が合同で実施することにより、県境を越え広域にわたる火山災害に対する防災力の
向上や関係機関との連携の強化を図る。

また、富士山火山広域避難計画等に基づく本部体制や住民等避難の手順等を確認する
ことにより、課題や成果を検証し、計画の実効性を高める。

(2) 実施日時 平成26年10月19日（日） 午前８時30分から正午まで（例外市町あり）

(3) 参加機関 約90機関（うち合同図上訓練は、富士山火山防災対策協議会の56機関）

(4) 参加人数 約3,900人（三県合計）

(5) 訓練の特徴
・三県合同（協議会構成機関等）による初の図上訓練、実動訓練
・噴火想定シナリオに基づく、三県と関係省庁とのテレビ会議、合同対策会議の開催
・マイカーを使用した大規模な住民避難訓練の実施
・避難計画等の検証
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富士山火山三県合同防災訓練2014の実施

■訓練内容
区分 参加機関 内容 

合同図上
訓練 

県、市町村、国、
関係機関等 

 静岡県庁で噴火の段階に応じた関係機関との会議を実施 
＜三県知事・関係省庁災害警戒会議による合同テレビ会議＞ 
 三県知事、内閣府〔別館５階危機管理センター〕 
 
＜富士山噴火対策合同会議＞ 
 協議会 56 構成機関〔別館８階第１会議室〕 

県、市町村、国、
自衛隊、警察、
消防、関係機関、
自主防災組織、
住民等 

＜住民等避難訓練＞ 
 富士山周辺各市町村（本県では小山町、御殿場市、裾野市、
富士市、富士宮市）において、住民等避難訓練を実施。 
 また、自衛隊や警察、消防など防災関係機関は、市町村の
訓練にあわせ、残留者救出、避難誘導等の訓練を実施。 

実動訓練
等 

 

御
殿
場
市
畑
岡
会
場
（
視
察
会
場
） 

＜現地実動訓練＞ 
 国土交通省が富士山噴火緊急減災対策砂防計画（案）に基
づく、ソフト対策・ハード対策を実施 
 ■ヘリ調査（ヘリコプターによる上空からの調査） 
 ■道路啓開（重機による降灰除去の実施） 
 ■堆積工（遠隔式バックホウによる土石流・火山泥流ポケットの設置）
 ■導流堤（トラッククレーンによるブロック据え付け） 
 
＜火山防災対策ＰＲ展示＞ 
 パネル等展示による富士山の火山防災対策のＰＲを実施 
 ■広域避難計画について（静岡県） 
 ■観測体制、警報・予報等について（静岡地方気象台） 
 ■富士山火山における砂防対策について（国土交通省） 
 ■リアルタイムハザードマップの予測（国土交通省） 
 ■降灰量調査について（国土交通省） 
 ■家庭内対策等について（静岡県） 
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富士山火山三県合同防災訓練2014の実施

■静岡県庁会場（合同図上訓練）

■御殿場市畑岡会場（国土交通省中部地方整備局実動訓練等）

合同テレビ会議 合同対策会議

訓練視察テント 道路啓開等の実動訓練
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富士山火山三県合同防災訓練2014の実施

■御殿場市畑岡会場（展示ブース）

■御殿場市会場（住民避難訓練）

パネル等の展示 防災用品等の展示

マイカー避難 避難地（会場）への移動

8

富士山火山三県合同防災訓練2014の実施

■合同防災訓練の様子（静岡県広報課製作）

（会議では、訓練の映像を上映予定）
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今後の取組

■広域避難計画対策編の策定

■登山者等の避難対策

■火山防災対策の周知啓発

■実践的な防災訓練の企画

・訓練結果（課題や成果、市町村からの意見等）を検証
・26年度末を目標に対策編を策定
・突発的な噴火からの避難には対応できていない→今後の課題

・御嶽山の噴火を教訓として、富士山の噴火時における登山者・観光客の避難対策を検討
・迅速かつ的確な情報伝達手段の確立や避難シェルターの設置など、必要な対策を検討
・世界文化遺産であり、観光サイドや関係機関との調整が必要

・富士山火山に関する情報を住民はもちろん、多くの登山者等に発信する必要
・広域避難計画自体が難しい内容 → 住民の理解を得る必要
・住民や企業が安心して火山と共生する地域を目指す

・噴火の様態は様々なので、いろいろなケースを想定した訓練を検討
・住民だけでなく、登山者等を対象とした訓練を検討
・災害対策本部や現地災害対策本部の設置運営訓練を検討

10

富士山ハザードマップ 広域避難計画

「いつ、誰が、どこから避難すべきか」

広域避難計画を視覚的に提示

取組紹介（静岡県）

■広域避難計画の周知（静岡県ＧＩＳに実装）
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取組紹介（静岡県）



火山地域からの話題提供（九州地方整備局）
～九州地方整備局における火山への対応～

Ｈ２６．１１．２０

九州地方整備局 九州防災・火山技術センター
坂井 佑介



～桜島～

1

桜島における九州地方整備局の対応

山腹斜面の荒廃が進行。

火口周辺を源頭部に持つ河川において降雨時に土石流が頻発。

昭和４７年から南岳の噴火活動が活発化し降灰量が増加。

噴火活動や降灰 山腹斜面の荒廃等 土石流の発生

火口周辺を源頭部に持つ河川において降雨時に土石流が頻発。

平成２１年から昭和火口の噴火活動が活発化し降灰量が増加。

再び再び

2



桜島における九州地方整備局の対応

立ち入り禁止区域
【主な土砂生産源】

河道断面の確保

「立ち入り禁止区域」での
対策は不可能

発生した土石流を
安全に海域まで流下させる

河床低下の防止、土石流の減勢、土砂の捕捉

中上流域

下流域

3

桜島における九州地方整備局の対応

桜島国際火山砂防ｾﾝﾀｰ

鹿児島県

鹿児島市

桜島国際火山砂防センターを中心として、情報を集中監視し地元自治体や工事関係者に
情報提供を行っている。また、災害時の拠点・避難所としている。

4



～雲仙岳～

5

雲仙岳における九州地方整備局の対応

【災害経緯】
Ｈ２．11．17 雲仙・普賢岳１９８年ぶりに噴火
Ｈ３．５．15  水無川に初めて土石流発生
Ｈ３．６．３ 大火砕流の発生、死者４０人、

行方不明者３人、負傷者９人
Ｈ８．６．３ 噴火活動の終息宣言
【被害状況】
死者/４１名、行方不明者/３名、
負傷者/１２名、建物被害/２,５１１戸、被
害額/２,２９９億円

土石流の発生回数/６２回、総流出土砂量/約
７６０万ｍ３、火砕流の発生回数/９,４３２回

土石流による被害を受ける水無川流域

土石流による壊滅的被害 土石流による壊滅的被害 火砕流の発生状況 6



雲仙岳における九州地方整備局の対応

水無川下流域の整備状況

◆水無川流域の砂防事業（事業実施中）
砂防堰堤…６基床固工…１７基背割堤…１基下流導流堤…３０基赤松導流堤…３基赤松導流堤嵩上…１基

※中尾川流域の砂防事業（平成２２年度概成） 湯江川流域の砂防事業（平成２２年度概成）において
も事業を実施 7

雲仙岳における九州地方整備局の対応

無人散水車
（RCC散水養生）

振動ローラ
（RCC転圧）

ブルドーザ
（RCC敷均し）

重ダンプ
（RCC運搬）

RCCコンクリート打設

RCCコンクリート積替え土砂型枠

◆土石流が頻発し、警戒区域内で
の土石流堆積物の除石が急務

◆警戒区域内で安全に土石流堆積
物を掘削運搬できる技術を民間
に公募し、無人化施工による遊砂
地の除石工事を実施

◆平成１２年の有珠山噴火災害、
三宅島の噴火災害でも活用

8



～霧島山（新燃岳）～

9

火山噴火緊急減災対策砂防計画

【砂防堰堤】

【緊急除石】

緊急対策工（イメージ）

噴火活動に応じた機動的な対策を行うため、
「平常時」と「緊急時」に分けた施設整備を実施

・平常時：最低限の基幹的な施設の整備、用地取得等を行う
・緊急時：噴火活動に応じて機動的な工事を緊急的に行う

被害をできる限り軽減
（減災）するために

平常時 前兆時 噴火発生

火山活動の活発化

※【ソフト対策】 監視施設整備及び監視、緊急調査、リアルタイムハザードマップなど

■ 緊急減災対策のイメージ

火山噴火緊急減災対策砂防計画

火山噴火に伴う土砂災害による被害を軽減するため、国及び都道府県の砂防部局において、火山毎に
ハード・ソフト対策からなる火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定を推進。

緊急対策に先立って行う資機材等の備蓄・整備

従来の
緊急対策

緊急減災
対策 資機材備蓄 基幹施設等 緊急対策工

緊急対策工除石工事等

火山噴火緊急減災対策砂防計画

ワイヤー
セン
サー

監視
カメラ

火山砂防情報の提供

リアルタイムハザー
ドマップによる危険
区域の想定

光ケーブル
等の情報通
信網の整備

監視・観
測機器の
整備

緊急ハー
ド対策施
設の施工

緊急対策
用資機材
の備蓄

基幹的な砂
防施設の施
工

緊急
ハード
対策施
設の施
工

平常時に実施する噴火対策 噴火時に実施する緊急対策
火山噴火緊急減災対策砂防（イメージ）

【導流堤】

火山噴火の発生時期や被害範囲の長期的な予測は困難
火山噴火の規模は大小様々で、噴火の頻度も小さい
火山砂防計画に基づく基本対策として施設整備を完了するまで

に多くの時間と費用を要する

⇒噴火災害の全てを対策施設で保全することは難しく、
また、必ずしも合理的ではない

火山噴火の特性と対策
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■河道閉塞による湛水
を発生原因とする土石流
〈国土交通省が実施〉

・河道閉塞（天然ダム）の
高さが概ね20m以上ある場合

・概ね10戸以上の人家に被害
が想定される場合

■河道閉塞による湛水
〈国土交通省が実施〉

・河道閉塞（天然ダム）の
高さが概ね20m以上ある
場合

・概ね10戸以上の人家に被害
が想定される場合

■火山噴火に起因する土石流
〈国土交通省が実施〉

・河川の勾配が10度以上である
区域の概ね5割以上に1cm以上の
降灰等が堆積した場合

・概ね10戸以上の人家に被害が
想定される場合

■地滑り
〈都道府県が実施〉

・地滑りにより、地割れや
建築物等に亀裂が発生
又は広がりつつある場合

・概ね10戸以上の人家に
被害が想定される場合

大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適切に住民の避難指示の判断等を行えるよう特に
高度な技術を要する土砂災害については国土交通省が、その他の土砂災害については都道府県が、被害の
想定される区域・時期を明らかにするために必要な調査（緊急調査）を行い、その区域・時期の情報（土砂災害
緊急情報）を市町村へ通知及び一般へ周知することが新たに定められた。

土砂法改正に基づく国による緊急調査の実施

緊急調査対象要件

現在までに実施された緊急調査

土砂災害防止法の一部改正（H22.11公布、H23.5施行）に基づく「緊急調査」及び「土砂災害緊急情報」

河道閉塞による湛水
上記を発生原因とする土石流

H23.9～ 台風12号に伴う奈良県・和歌山県
での河道閉塞（国土交通省）

地滑り

火山噴火に起因する土石流

H23.5～ 霧島山（新燃岳）の火山噴火
（国土交通省）

H23.5～ 桜島の火山噴火（国土交通省）

H24.3～5 新潟県上越市国川地区での
地滑り（新潟県）

土砂災害防止法に基づく緊急調査の実施

11

噴火概要（H25.10.22）レベル２へ引き下げ

・新燃岳は、平成23年1月19日噴火以降、活発な活動が継続。
・爆発的噴火は、1月27日から3月1日までの計１３回発生

[噴火警戒レベルなど]
H23 1月26日 噴火警戒レベル３（入山規制）に引き上げ

1月31日 入山規制エリアの拡大（ 2km → 3km ）
2月 1日 入山規制エリアの拡大（ 3km → 4km ）
3月22日 入山規制エリアの縮小（ 4km → 3km ）

H24 6月26日 入山規制エリアの縮小（ 3km → 2km ）

○噴火の主な状況（気象庁ＨＰより）
1月19日01:30 噴火
1月26日15:40 噴火（高さ１５００ｍ）
1月26日18:00 噴火警戒レベル３（入山規制）に引き上げ
1月27日15:41 爆発的噴火（噴煙：高さ２５００ｍ以上）
1月28日12:47 爆発的噴火（噴煙：高さ１０００ｍ以上）
1月30日13:57 爆発的噴火（噴煙：雲のため不明）
1月31日 1:35 入山規制エリアの拡大（ 2km → 3km ）
2月 1日 7:54 爆発的噴火（噴煙：高さ２０００ｍ）
2月 1日11:20 入山規制エリアの拡大（ 3km → 4km ）
2月 1日23:19 爆発的噴火（噴煙：高さ２０００ｍ以上）
2月 2日 5:25 爆発的噴火（噴煙：高さ２０００ｍ以上）
2月 2日10:47 爆発的噴火（噴煙：高さ５００ｍ以上）
2月 2日15:53 爆発的噴火（噴煙：高さ３０００ｍ）
2月 3日 8:09 爆発的噴火（噴煙：高さ１５００ｍ）
2月11日11:36 爆発的噴火（噴煙：高さ２５００ｍ）
2月14日 5:07 爆発的噴火（噴煙：雲のため不明）
2月18日18:16 爆発的噴火（噴煙：高さ３０００ｍ）
3月 1日19:23 爆発的噴火（噴煙：不明）
以降爆発的噴火なし
3月22日17:00 入山規制エリアの縮小（ 4km → 3km ）

霧島（御鉢、高千穂峰）

噴石の飛散状況（H23.1.27）爆発的噴火状況（H23.1.27）

降灰状況（H23.2.2） 噴火直後の渓流の状況

噴火警報・噴火予報発令時における立ち入り禁止区域（新燃岳）

霧島山（新燃岳）における九州地方整備局の対応

12



○ヘリコプターによる上空からの降灰状況調査（１月２７日）
○地上降灰状況調査等（１月２８～２９日）
○土石流氾濫シミュレーション（１月２９日～２月３日）
○緊急調査結果を県市町に報告（２月４日）

→降灰により土石流による被害の恐れが高まっている３５渓流について、氾濫区域と時期を情報提供

鹿児島空港

宮崎空港

宮崎県庁

立ち入り禁止区域
（火口から半径４㎞以内）

新燃岳

Ｎ

：入山禁止区域
：1mm降灰ライン
：10mm降灰ライン

凡 例

1mm

都城市役所

高原町役場

調査地点数：１２８地点

国土地理院より

降灰量調査 土石流３５危険渓流の抽出結果

土石流氾濫シミュレーション結果降灰状況調査（H23.1.28）

霧島山（新燃岳）における九州地方整備局の対応
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荒
川
内
川

荒
襲
川

祓川

高千穂川
花堂橋

神武大橋

高千穂流路工

新燃岳

下川原橋

高千穂第３砂防堰堤上流

大幡第１砂防堰堤

大幡第２砂防堰堤

矢岳床固工群

矢岳第６砂防堰堤

高千穂第５砂防堰堤

高千穂第３砂防堰堤

荒襲川砂防堰堤

折田代川砂防堰堤

荒川内川（上流）砂防堰堤

祓川第１砂防堰堤（２基）

荒川内川砂防堰堤

監視カメラ土石流センサーの設置と情報の提供

・宮崎県、都城市及び高原町職員携帯へ自動メール配信により土石流発生の情報提供

渓流監視用カメラによる土石流映像情報の提供

・宮崎県を経由しカメラの映像を都城市や高原町へ情報提供

新規設置渓流監視カメラ

上記各施設に本堤２本、副堤２本の計４本設置している。

1.0m
0.5m

0.5m 1.0m

ﾜｲﾔｰｾﾝｻｰ(既設)

渓流監視カメラ

渓流監視カメラ（2月2日から自治体へ配信）

ﾜｲﾔｰｾﾝｻｰ(新設)

噴火（山体）監視カメラ

渓流監視カメラ（3月4日から自治体へ配信）

噴火（山体）監視カメラ(追加）

緊急的除石工事

緊急的土石流対策工事

渓流監視カメラ（3月13日から自治体へ配信）

渓流監視カメラ（2月9、10日から自治体へ配信）

ﾜｲﾔｰｾﾝｻｰ

設置日 配信開始日 配信基数

既設 H23.2.2 10 基

H23.2.9 H23.2.9

H23.2.10 H23.2.10

H23.3.2
～

H23.3.4

H23.3.9 H23.3.13 1 基

17 基

・高千穂第３砂防堰堤

・荒襲川砂防堰堤
・折田代川砂防堰堤

・荒川内川砂防堰堤

合計

・ ・

備考

・内7基、関係自治体配信

・荒川内川（上流）砂防堰堤

3 基

H23.3.4 3 基

・祓川第１砂防堰堤（２基）

荒川内川砂防堰堤

※一部図示

祓川（その１）

設置日 配信開始日 配信基数 設置箇所

既設 H23.2.2～ 6基 高千穂川、高崎川、大幡川

H23.2.10～H23.6.10
まで

H23.2.10～ 17基
荒川内川、望原谷川、中山谷、丸谷川、荒襲川、御池川、祓
川、武床谷、皇子川

合計 23基

霧島山（新燃岳）における九州地方整備局の対応
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宮崎自動車道

高原町役場

都城市役所
国道10号

鹿
児
島
県

宮
崎
県

三股町

霧島市

小林市
えびの市湧水

町

曽於市

新燃岳

２ｋｍ

３ｋｍ

４ｋｍ

1
2

4 5
7

8 9

11

12

13

14 15
16

17

18

21

24

29

30

31

32

33

34
35

6

10

19

20

22

23

25

26
27

28

3

霧島市

御鉢

武床谷【土のう積，ブロック積】

望原谷２、３【ブロック積、除石】

丸谷第２砂防堰堤【除石】

御池第１砂防堰堤【除石】

高千穂第１砂防堰堤【除石】

折田代川【除石】

荒襲川【除石,ブロック積，土のう積】
荒川内川上流【除石】【ブロック積，土のう積】

番号 土石流危険渓流渓流番号 渓流名

1 04-202-1-018 中山谷１

2 04-202-2-020 望原谷１

3 04-202-2-021 望原谷２

4 04-202-2-022 望原谷３

5 04-202-2-023 中山谷２

6 04-202-2-504 馬渡川２

7 04-202-2-505 横尾川１

8 04-202-2-506 横尾川２

9 04-202-2-507 横尾川３

10 04-202-2-508 東牛ノ脛

11 04-344-1-503 古江川３

12 04-344-1-504 古江川４

13 04-344-1-505 城ヶ尾川２

14 04-344-1-506 下是位川内川１

15 04-344-1-507 下是位川内川４

16 04-344-1-508 浜之段川

17 04-344-1-509 瀬之口川

18 04-344-1-511 石風呂川１

19 04-344-1-512 山田川

20 04-344-2-501 池之原川

21 04-344-2-502 上是位川内川

22 04-344-2-503 上椎屋川

23 04-344-2-504 石風呂川２

24 04-344-2-506 石風呂川３

25 04-344-2-507 修行川

26 04-344-2-508 和田ノ上川７

27 04-344-2-509 和田ノ上川８

28 04-344-2-510 和田ノ上川６

29 05-361-2-503 御池川１

30 05-361-1-503 祓川

31 05-361-2-504 皇子川１

32 05-361-2-505 皇子川２

33 04-344-1-510 平山川

34 04-202-2-014 武床谷

35 04-202-1-015 荒襲谷

蒲牟田第１砂防堰堤、蒲牟田川流路【除石】

国道223号

国道223号

矢岳第３砂防堰堤【除石】

高千穂第２砂防堰堤【除石】

高千穂第３砂防堰堤【除石】

祓川第１砂防堰堤、祓川流路【除石、土のう】

荒川内川【除石】

大幡第４砂防堰堤【除石】

土石流の氾濫に備え、緊急的に既設砂防堰堤の除石や氾濫防止のための対策を行っています。

6/25～26出水、9/15～20台風15号 で土砂堆積した堰堤

9/15～20台風15号 で土砂堆積した堰堤

緊急対策箇所図

中山谷【ブロック積、土のう】

霧島山（新燃岳）における九州地方整備局の対応
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～近年の動向～

17

ＸバンドＭＰレーダによる降灰量推定技術の開発（桜島）

噴火番号928 2011/9/13 23：04

噴煙高度

遠望観測（気象庁） ※ 2,300m

XバンドMPレーダ 1,900m

噴煙高度

遠望観測（気象庁） ※ 2,300m

XバンドMPレーダ 2,600m

噴煙高度

遠望観測（気象庁） ※ 2,200m

XバンドMPレーダ 2,100m

高度1,500mCAPPI Zh(MTI処理）

海
抜

高
度

(k
m

)

噴煙によるレーダ反射強度

5km

2100m

レーダ反射強度(dBZ)

水平距離 (km)

海
抜

高
度

(k
m

) 噴煙によるレーダ反射強度

2600m

水平距離 (km)

噴火番号929 2011/9/14 0：48

高度1,500mCAPPI Zh(MTI処理）

噴火番号930 2011/9/14 2：50

高度1,500mCAPPI Zh(MTI処理）

海
抜

高
度

(k
m

)

噴煙によるレーダ反射強度

1900m

水平距離 (km)

※火口の標高を1,000mとして加算している。 ※火口の標高を1,000mとして加算している。 ※火口の標高を1,000mとして加算している。

カメラ映像

平面図

断面図
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溶岩ドームの挙動観測（雲仙岳）

光波測距儀による観測

地上型合成開口
レーダーによる観測

19

火山防災訓練の実施（新燃岳）

 平成26年3月に、関係機関（国県市）において、降灰の影響による土砂災害を想定した
学習型訓練を実施し、噴火後の対応について、関係機関の連携・役割分担等を確認
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九州防災・火山技術センターの設置

21

 九州地方整備局管内における事例紹介

 九州技術事務所 火山防災減災課（九州防災火山技術センター）において、土砂災害防止法の理解及び緊急調査
を行う上での技術習得を目的に「大規模土砂災害緊急調査研修」を実施。

２２名

【机上演習】土石流氾濫解析シュミレーション

【実地演習】レーザー測距機演習

○H23霧島山（新燃岳）噴火時に、実際に緊急調査を実施した経験者・有識者が講師

○火山噴火を想定した土石流氾濫解析シュミレーションを実施

○河道閉塞の決壊を想定した土石流氾濫解析シュミレーションを実施

氾濫解析シュミレーション状況

大規模土砂災害緊急調査研修 （H25年７月開催） 開催地： 福岡県久留米市 ＜九州技術事務所＞

訓練を通じた人材育成

レーザ測距儀演習状況講義状況

土石流氾濫解析シミュレーション
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降灰の影響範囲を特定し、重大な土砂
災害が想定される区域を明らかにする
ために、降灰量を調査する。

土石流の発生要因となる降灰により浸透能の
低下を判断し、土石流発生の急迫性を把握す
るために、斜面の浸透能実施する。

土砂災害防止法に基づく緊急調査において、国直轄で実施する調査手法を習得し、火山防災の技術力等を向上
することを目的として、平成２５年度火山噴火緊急調査訓練を全国の職員へ参加依頼を行い、実施しました。

○霧島山（新燃岳）、桜島、雲仙岳など過去の火山災害対応のノウハウが蓄積されている九州防災・火山技術センター主催

○H23霧島山（新燃岳）噴火時に、実際に緊急調査を実施した経験者・有識者が講師

○活発な活動が続く桜島を訓練フィールドに設定し、全国の火山砂防担当者が参加する初の訓練

○「火山噴火による危険性を肌で感じることができた」、「来年もこのような訓練を開催してほ

い」など好評意見多数

総勢３３名 ※【】は役職毎の内訳

●九州地方整備局：１６名【専門官３、係長１２、担当２】

●他地整（北海道、東北、関東、近畿、中国）：１４名【課長１、専門官５、係長７、担当１】

●土木研究所：３名【主任研究員１、交流研究員２】

降灰量調査訓練 浸透能調査訓練

訓練実施場所
鹿児島大学 地頭薗教授による講義

【現地】降灰量調査訓練、浸透能調査訓練

【座学】降灰量調査と浸透能調査の概要、

大規模土砂災害を引き起こす土砂移動現象について

～深層崩壊と火山噴火～（鹿児島大学 地頭薗 隆教授）

訓練実施箇所

緊急調査に関する取り組み

■火山噴火緊急調査訓練の実施（より実践的な訓練）
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